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注． 　 　 　 部分は、採用されていない財務比率。
（出所）表２、４、５から筆者作成。
表₆．私学事業団の採用する財務比率との相違点
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あり、全ての学校法人を対象としたものでは
ない。また、私学事業団において採用され
ている財務比率は３1項目と充実している半面、
法人係の1５項目、指導係の1８項目と比べると
約２倍のボリュームがありその分計算の手数
はかかるが、学校法人の財務のあらゆる分野
に焦点があてられており最も網羅的である。
実際の分析にあたっては、私学事業団の採用
する財務比率をベースにし、必要に応じて私
学事業団において採用されていない負債率や
経常経費依存率等を補完的に計算するという
のが、現実的なやり方となろう。
　一般に、株式会社の経営分析を行う場合で
も、分析対象１社の財務諸表のみを眺めてい
ても、そこから得られるものはあまり多くな
い。同業他社の財務諸表と比べてみることに
よって新たに発見できることも多い。また、
単一年度の財務諸表のみをみていても、そこ
から得られるものはあまり多くない。過去数
年分、できれば５年ぐらいのスパンでみてみ
ると、対象となる組織がどういう方向へ向
かっているのかみえてくることが多い。こう
した同業他社との比較、期間比較といった点
についても、『今日の私学財政』には、設置法
人別、規模別、系統別、地域別等の平均値が、
過去５年間分ほど掲載されているうえ、各財
務比率の詳細な説明もなされている1０。同系
統他法人との比較、さらには期間比較等を行
えるという点からも、実際の分析にあたって
は私学事業団の採用する財務比率がベースに
なろう。
　最後に、学校法人の財務分析に用いられる
財務比率は、現時点では貸借対照表関係の財
務比率と消費収支計算書関係の財務比率のみ
で、資金収支計算書関係の財務比率は採用さ
れていない。株式会社のキャッシュ・フロー
割合をみた方が、混乱が少ないように思われ
る７。
④⑤⑥消費支出比率、経常経費依存率、基本
金実質組入率
　消費支出比率、経常経費依存率、および基
本金実質組入率は、私学事業団において採用
されていない財務比率である。消費支出比率
と経常経費依存率は、法人係と指導係の両方
に採用され、基本金実質組入率は指導係にの
み採用されている。消費支出比率は、消費支
出の帰属収入に対する支出割合、経常経費依
存率は、消費支出が学生生徒等納付金に依存
している割合、基本金実質組入率は、自己資
金の基本金要組入額に対する割合をみる比率
である８。
₄．む す び
　これまで私学事業団、法人係、および指導
係の採用する財務比率について述べ、相違点
等について検討を加えてきた。上で述べたよ
うにいくつかの財務比率に相違点はみられる
ものの、実際の分析においては、これらの相
違点から生ずる分析結果の差はわずかなもの
であろう９。
　現在、私学事業団の採用する財務比率は、
学校法人の財務分析において用いられる財務
比率として、学校法人関係者の間でほぼ定着
していると考えられる。その理由として、私
学事業団の発行する『今日の私学財政』は、
各学校法人理事長宛に私学事業団から毎年送
付されるほか、インターネットを利用しての
閲覧も可能であり簡単に入手できる。一方、
法人係や指導係の採用する財務比率は、大学
設置や学部増設にあたり寄附行為（変更）認
可申請を行った学校法人を対象とするもので
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学校法人の財務分析における財務比率に関する一考察
費支出／帰属収入」と消費支出の帰属収入に対す
る支出割合をみているのに対して、私学事業団で
は消費収支比率という名称で、「消費支出／消費
収入」と消費支出の消費収入に対する支出割合を
みている。消費支出比率と消費収支比率と名称が
似ているので注意が必要である。また、経常経費
依存率について、法人係と指導係の両方が採用し
ているのに対して、私学事業団においては採用さ
れていないことも興味深い。学校法人の理事者と
しての筆者の経験から、大学新設や学部増設等に
あたっての大学設置・学校法人審議会学校法人分
科会における面接審査会等の場で、担当の審査委
員から毎回必ずといっていいほど発言があり質問
を受けるのは、数ある財務比率のうちこの経常経
費依存率のみである。
９ 厳密にいえば、「総負債比率と負債率のどちら
が優れているのか」とか、「教育研究経費比率の
分母は帰属収入と消費支出のどちらが適切か」と
いった問題は、実証的に証明されなければならな
い問題である。
1０ 同業他社との比較、期間比較といった株式会社
の経営分析にあたっての一般的な注意点は、学校
法人の財務分析においても依然としてあてはまる。
こうした点については、例えば K.G. パレプ他（2００1）
等を参照されたい。
参考文献
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坂安紀子訳『企業分析入門（第２版）』（東京大
学出版会、2００1年）。
計算書と学校法人の資金収支計算書を全くの
同列に扱うことはできないが、株式会社の
キャッシュ・フロー計算書の分析がまだ緒に
ついたばかりであり成熟していないこともあ
り、学校法人の資金収支計算書の分析はいま
だ手付かずのままであることを指摘しむすび
としたい。
注
１ 公開方法については、複数回答である。
２ 本稿は、学校法人の財務分析において用いられ
る財務比率を扱っており、その前提である学校法
人会計そのものについて述べることはしない。学
校法人会計についての詳細は、例えば、新日本監
査法人（2００５a, b）等を参照されたい。
３ 表１と法人数が異なっているのは、表１は平成
1８年度を対象としているのに対して、ここでは平
成1７年度を対象としているためである。
４ 各財務比率の詳細な説明については、『今日の
私学財政』（pp. ３８- ７５.）に掲載されているほか、
野中・山口・梅田（2００1）、山口（1991）等を参
照されたい。
５ 『今日の私学財政』p. ３2.
６ 学校法人の総資産に対する負債の割合をみる
ための財務比率として、総負債比率と負債率のど
ちらが優れているのか、現時点では断言できない。
より正確な判断を行うためには、どちらか一方で
はなく両方の比率をみるという指導係のやり方が、
正しい姿勢であろう。
７ とくに指導係は、従来、教育研究経費比率を
「教育研究経費／帰属収入」としていたが、今年
度から「教育研究経費／消費支出」に変更してい
る。人件費比率や管理経費比率等、教育研究経費
比率以外の比率も、帰属収入に対する支出割合を
みるのではなく、消費支出に対する支出割合をみ
る方向に今後シフトしていくのか興味深いところ
である。
８ 消費支出比率について、法人係と指導係は「消
